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…ただし、この推計で潜在生産能力の伸びを計測する場合、成長への労働力供給の伸び

の寄与、資本投入量の伸びの寄与、全要素生産性の伸びの寄与のうち、生産要素供給量の

伸びの動向については考慮できるものの、全要素生産性の伸びについては、計測期間の平

均的な伸びが現在も続いていると仮定している、という問題点がある。このため、生産性

の伸びの構造的変化が潜在生産能力の伸びに大きな影響があったと見られる場合には、そ

の影響を十分にとらえることができない。  
 そこで、構造的ＶＡＲモデルを用いて、経済に与える変動を、 ①影響が短期的には生じ
るものの長期的にはなくなってしまう変動を需要要因、 ②影響が永続的に残る要因を潜在
生産能力の変動すなわち供給要因、として分割し、これら２つの要因の変動をみた 。これ
は、成長トレンド（60年第２四半期から 73年第４四半期までの年平均成長率 8.8％及び 74
年第１四半期から 98 年第１四半期までの年平均成長率 2.9％）からのかい離率を上記の二
つの要因に分解してみたものである。需要要因としては、金融緩和や引き締めなど長期的

には影響を及ぼさないような変動が含まれる。また供給要因としては、労働力供給の伸び

の中長期的な変動や生産性の伸びの変動などが含まれると考えられる。これにもとづいて

潜在生産能力の伸びについてみると、75年以降の伸びが 80年代後半のバブル期に徐々に鈍
化し、バブル崩壊後は更に屈折しているものとみられる。  
 
 こうした結果によれば、近年成長率が緩慢なものとなってきている要因として、潜在生



産能力の伸びが低下してきていた可能性が高いものとみられる ※参照※ 。 
 
 

 
 
 
 
 
 



 
 





 
 
 



 


